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「探索」と「活用」との二律背反関係に関する考察：携帯電話端末の開発を題材にi 

 

要約 

従来，二律背反とされてきた「探索」と「活用」との間に相補関係が存在する可能性を，携帯電話端

末の開発を題材に考察した。「活用」的な性質が強い携帯電話端末と「探索」的な性質が強い端末

の双方で優れた開発成果を両立している企業が存在した。それらの企業では，先進的な優良顧客

への専属，「新規アプリケーション」の分散，「活用」リスクの増大，等により，相対的な「探索」リスク

が分散・低減されていた。 
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I. はじめに 

近年，従来は二律背反にあるとされてきた「探索（exploration）」と「活用（exploitation）」との両立

の必要性が高まっている。多くの業界で製品に搭載される機能の多様化と開発・製造の効率化と

の同時進行が重要な課題になっているからである。本稿では，国内の携帯電話端末メーカーの開

発パフォーマンス分析を基に，両者の関係に関する考察の深化を狙う。特に本稿では，「探索」リス

クの分散，低減に着目する。「探索」と「活用」との二律背反関係は両者の相対リスクに立脚してい

るからである。 

 

II. 先行研究と課題意識 

March（1991） は，適応過程としての組織学習を「探索（exploration）」と「活用（exploitation）」と

の間の資源配分過程と捉えた。すなわち，「探索」とは，発見，多様性の追求，リスク負担，実験，

アソビの維持，柔軟性の確保等で特徴付けられる一連の活動である。既存の知識，情報には囚わ

れない急進的な組織学習に結実する可能性を秘める。これに対して，「活用」とは，改善・手直し，

代替案の比較・選出，標準化，スピードアップ，コスト削減，等の漸進的学習を特徴とする。March 

によれば，効果的な組織学習の実現には両者の適度なバランスが必要だが，組織は「探索」よりも

「活用」を優先する傾向が強い。短期的な期待収益は「活用」の方が高く，リスク選好の低い組織は，

長期的な組織存続の危機を甘受してでも「活用」を優先するからである。 

同様の点を組織学習の本質的特性と関連させて，さらに掘り下げたのが Levinthal and March

（1993） である。Levinthal らによれば，組織学習は，環境要因や組織学習活動等の相互作用の克

服を目的とした 2 つの機構によって促進される。すなわち，分解（decomposition）やイナクトメントか

ら構成される経験の簡素化（simplification）と，適応反応類型の特化（specialization）・代替

                                                  
i 本研究は，一橋大学大学院商学研究科を中核拠点とした 21 世紀 COE プログラム（『知識・企業・イノベ

ーションのダイナミクス』）から，若手研究者・研究活動支援経費の支給を受けて進められた研究成果の

一部である。同プログラムからの経済的な支援にこの場を借りて感謝したい。 
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（substitution）とである。これらの機構は組織学習を容易にするが，同時に 3 つの視野の狭窄

（myopia，overlooking）をも併発する。3 つの視野の狭窄とは，第一に短期集中（overlooking of 

distant times），第二に全体観の喪失（overlooking of distant places），第三に失敗経験の軽視

（overlooking of failures）である。この結果，「探索」と「活用」とのバランスが乱れ，組織の学習態様

は「探索」，「活用」のどちらか一方に偏る事態に追い込まれる。こうした論理に基づき，組織が多様

な相互作用を克服し，組織の適応能力を涵養するには，「探索」，「活用」のいずれかに焦点を絞ら

ざるを得ないことを強調した。 

「探索」と「活用」との二律背反関係に関しては，上記に代表されるような理論面での先行研究の

蓄積に基づき，Sorensen and Stuart（2000），Benner and Tushman（2002），Ebben and Johnson

（2005）等の大量サンプルを用いた実証研究も蓄積されている。 

一方で「探索」と「活用」との両立の可能性に関しては，March 自身が糸口を示唆しているにも拘

らず，従来，充分な関心が向けられてきたとは言い難い。糸口とは「探索」と「活用」との二律背反関

係が両者に付随するリスクの相対的な比較に左右されているならば，「活用」に対する「探索」の相

対的なリスクの低減，分散が両者の両立の鍵を握る，との仮説である。すなわち March によれば，

「探索」に付随するリスク，すなわち，（「活用」と比較した）「探索」効果の予見性，確実性の低さや，

相互作用の多さ等が「探索」と「活用」との両立の可能性を制限している。組織は本来的に，これら

のリスクの負担を回避するからである。したがって，「探索」の効果の予見性・確実性の向上や，

（「活用」と比較した）「探索」遂行に際して克服すべき相互作用の削減が，「探索」と「活用」との両

立を容易にする可能性が考えられるのではないか，という仮説である。 

しかし，従来の研究は，「探索」と「活用」との特性の違いや，各々の実践に相応しい組織属性を

明らかにする作業に注力し，両者の両立可能性に関しては極めて限定的な関心しか向けてこなか

った。「探索」と「活用」との適確なバランスの維持が，組織の適応と長期的な存続に重要な役割を

果たすことを考えれば，両者の両立を「探索」と「活用」との相対リスクの観点から考察する意義は

極めて大きい。本稿では，携帯電話端末の開発を題材に，この課題意識に関する考察を深める。 

 

III. 分析の設計 

上記の課題意識に関する考察を深めるために，国内主要メーカーによる携帯電話端末の開発

活動を題材に実証分析を実施した。具体的には，各端末メーカーにおいて，「探索」的な性質が強

い端末と，「活用」的な性質が強い端末との開発パフォーマンスの二律背反関係が観察されるか否

か，を考察した。 

 

1. 開発パフォーマンス分析 

第一に，端末メーカーごとに，端末の「探索」度合いによる開発パフォーマンスの違いを分析した。

開発パフォーマンスは，端末の仕様や，開発資源配分上の各端末の位置付け等では説明できな

い発売リードタイムの変動で操作化した。開発パフォーマンスの二律背反関係の有無は，端末メー

カーごとに，「探索」的な端末群と，「活用」的な端末群との開発パフォーマンスの平均値を各々算
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出し，端末メーカー間で相対比較を行って考察した。 

具体的には，まず携帯電話端末の開発リードタイムを従属変数とし，7 つの独立変数で説明する

重回帰モデルを推計した。推計対象は，2000 年 1 月～2005 年 12 月に発売された NTT ドコモ（以

下，ドコモ）向け全カラー端末 145 機種のうち，下記の各操作化指標が算出可能な 114 機種とし

た。 

従属変数である各携帯電話端末の開発リードタイムは，各端末間の発売間隔，すなわち発売リ

ードタイムで操作化した。端末メーカーの現状では，各端末の開発に本格的に開発人員を投入で

きるのは，前世代の端末の開発が一段落した後であると考えられるからである。周知の通り，携帯

電話端末は「生鮮品1」と表現されるほど商品寿命が短く，ほぼ 6 ヶ月に 1 度のペースで新商品が

市場に投入される。しかも，日本市場ではドコモを中心とする携帯電話ネットワークの高付加価値

化戦略の影響で，世界でも稀に見る勢いで携帯電話端末に搭載されるアプリケーションの多様化

が進められてきた。このような新機能の開発競争の渦中にある端末メーカーは慢性的な開発人員

不足に悩まされている。特に，総開発工数の 8 割を占めるとされ，労働集約度の高い組み込みソフ

トウェアの開発は大きな悩みの種となっており，2006 年以降，相次いで発表されている端末メーカ

ー間の合従連衡の推進要因となっている2。中でも開発工程の下流部分を占めるバグつぶしは極

めて労働集約度が高く，かつ「ソフトウェア開発の 9 割の工数はバグつぶし」と言われるほど全開発

工数に占める比重が高い3。このような事情から，複数の端末に同時並行で本格的に開発人員を

投入することは極めて例外的であると考えられ，本稿では発売リードタイムを開発パフォーマンスの

代理変数として採用した。また，発売リードタイムは，端末番号を基に図表 1 のような端末の系統図

を作成し，系統図上で 1 世代前の端末の発売月を基準に計測した4（平均 10.03，標準偏差 4.37）。

例えば，P503iSの発売リードタイムは，P503iの発売月（2001 年 1 月）からP503iSの発売月（2001 年

5 月）までの経過期間を計測し 4 ヶ月とした。 
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注： カッコ内は発売時期

図表1） 前機種に対する発売間隔（発売リードタイム）の考え方

松下の場合　

209iS
(2000/08)

503i
(2001/01)

503iS
(2001/05)

210i
(2001/06)

2101V
(2001/10)

211i
(2002/01)

504i
(2002/06)

504iS
(2002/11)

251iS
(2003/01)

2102V
(2003/03)

212iS
(2003/04)

505i
(2003/08)

252i
(2003/10)

505iS
(2003/11)

900i
(2004/02)

252iS
(2004/04)

900iV
(2004/06)

506iC
(2004/07)

253i
(2004/11)

213i
(2004/12)

253iS
(2005/02)

901i
(2005/02)

700i
(2005/03)

901iS
(2005/06)

701iD
(2005/10)

 

独立変数には，各端末の①新規アプリケーションの数，②体積の増減率，③派生商品か否か，

④形状変更の有無，⑤端末メーカーの交渉力，⑥不具合発生の有無，⑦211iS か否か，を採用し

た（図表 2）。独立変数①～④は端末仕様，独立変数⑤～⑦は開発資源配分上の位置付け，を操

作化し，各端末メーカーの開発能力の特性に起因しない開発リードタイムの変動を統制する役割
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を担う。 
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図表2）各変数の平均，標準偏差，および，変数間の相関

平均 標準偏差

0.63 0.80①新規
アプリケーションの数

0.01 0.22②体積の増減率
（自然対数）

0.35 0.48③派生商品か否か
（ダミー変数）

0.06 0.24④形状変更の有無
（ダミー変数）

0.22 0.42⑤端末メーカーの
交渉力（ダミー変数）

0.02 0.13⑥不具合発生の有無
（ダミー変数）

0.02 0.13⑦211iSか否か

（ダミー変数）

10.03 4.37発売リードタイム

①

1.00

▲ 0.11

▲ 0.12

0.12

▲ 0.02

▲ 0.11

▲ 0.11

②

1.00

0.13

0.10

0.10

▲ 0.12

▲ 0.01

③

1.00

▲ 0.03

▲ 0.08

▲ 0.10

0.18

④

1.00

0.13

0.24

▲ 0.03

⑤

1.00

0.25

▲ 0.07

⑥

1.00

▲ 0.02

⑦

1.00

 
第一の独立変数は，新しく搭載されるアプリケーション数である。近年，搭載される機能の多くは

ソフトウェアで実現される場合が多く，新しく搭載されるアプリケーションが増えるほど，また，複雑な

機能であればあるほど開発工数の増加，したがって，発売リードタイムの長期化に直結すると考え

られる。本分析では，下記の 3 点を基準に 23 の新規アプリケーション候補を定義した（図表 3）。す

なわち，（1）音声通話の機能増進（音質向上，待受時間・連続通話時間などの延長）や，小型化，

軽量化等の携帯電話端末の基本的機能の改善・手直し以外の機能向上で，（2）携帯電話端末の

利用方法の多様化につながる新しい機能・付加価値の追加が実現され，（3）ユーザーが体感でき

る明確な変化を伴うもの5，の 3 点である。次いで，これらの新規アプリケーション候補のうち，各端

末メーカーで，最初に搭載されたものを「新規アプリケーション」と定義し6，端末ごとの①「新規アプ

リケーション」数を計測した（平均 0.63，標準偏差 0.80）。 
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図表3）　新規アプリケーション一覧

指紋認証

赤外線通信 オンライン・アップデート

Java 着うた対応

カメラ 動画再生

TV電話 TV出力

動画配信 Bluetooth機能

SIMカード 非接触IC

フォーカス 音楽再生

遠隔ロック 国際ローミング

GPSマンナビ ラジオ受信

新規アプリケーションの条件

携帯電話端末の基本的機能の

改善・手直し（下記）以外のもの

– 音声通話の機能増進

• 音質向上

• 待受時間，連続通話

時間などの延長

– 小型化，軽量化

新しい機能，付加価値の追加

– 携帯電話端末の利用方法

の多様化につながるもの

ユーザーが体感できる変化

– OSの変更等は含まない

Flash対応 フルブラウザ

二次元コード ニューロポインタ

 
端末のサイズも発売リードタイムに影響すると考えられる。日本の携帯電話端末は，小型化，軽

量化，薄型化を軸に熾烈な競争を展開してきたが，端末の小型化，軽量化，薄型化は，内部に搭

載される基板類の小型化を要請し，必然的に開発工数の増加をもたらすからである。逆に言えば，

前世代の端末と同一の基板を用いたり，新しい機能を搭載しても筐体の大型化を許容したりする

のであれば，開発リードタイムの短縮が期待できるであろう7。②「体積の増減率」は「端末の体積／

前世代の端末の体積」の自然対数で定義した（平均 0.01，標準偏差 0.22）。 

端末仕様の 3 つ目の操作化指標は③「派生商品か否か」，である。ドコモ向けの携帯電話端末
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には，大きく分けて「XXXi」と「XXXiS」とが存在する。後者は基本的には前者の派生商品であり，

筐体，基本的な機能等の面で共通性が大きい。当然，新しく開発すべき要素は限定的であり，発

売リードタイムは短縮されるであろう。本分析では，派生商品：1，非派生商品：0，のダミー変数を採

用

採用された端末：1，それ以外の端末：0，のダミ

ー

力大：1，端末メーカー側の交渉力小：0，のダミー変数を採用した（平均 0.22，標

準

具合の発生有り：1，不具合の発生

無

タイムが長くなると考えられ，⑦「211iS か否か」のダミー変数を当てた（平均 0.02，

標

した（平均 0.35，標準偏差 0.48）。 

端末の仕様に関しては，さらに④「形状変更の有無」を採用した。具体的には，メーカーごとに，

1 軸回転，2 軸回転，スライド式の各方式が最初に

変数を採用した（平均 0.06，標準偏差 0.24）。 

5 つ目の独立変数，⑤「端末メーカーの交渉力」は，端末の仕様ではなく，開発資源配分上の位

置付けに着目したものである。上記のように携帯電話端末の高機能化はドコモを中心とする通信キ

ャリア側が先導して推進されてきた側面が強く，圧倒的な購買力を有するドコモは各端末メーカー

に競合を強いることにより，調達価格の引き下げと，迅速な新商品の市場投入とを促進してきた。し

かし，一部の端末に関しては，端末メーカー側の相対的な交渉力が発揮され，やや余裕のある開

発スケジュールが許容される場合がある8。これには，いくつかの類型が存在する。第一に，一部の

端末メーカーしか提供していない，高度に差別化された端末である。具体的には，松下のProsolid

（P213i），ソニーのPremini（SO213i），富士通のらくらくホン（F600/800 系）等である。第二に，機能

の新規性が明らかに高く，ドコモ側でも，ある程度の開発期間を許容せざるをえない場合である。

具体的には第三世代携帯電話FOMAの全国展開に先立ち実験的な位置付けで市場に投入され

た 2XXXシリーズや，9.6Kbpsから 28.8Kbpsへとデータ伝送速度を 3 倍に向上した 504iシリーズが

挙げられる。第三に，前世代の端末との並行開発が推定される端末である9。本分析では，端末メ

ーカー側の交渉

偏差 0.42）。 

6 つ目の独立変数は，⑥「不具合発生の有無」である。本分析では，特に「新規アプリケーショ

ン」の搭載の無い端末での不具合発生に着目した10。不具合の発生には，大きく分けて 2 つのパタ

ーンが考えられる。すなわち，過少な資源投入を反映して発生する場合と，充分な資源を投入して

も，なお予想外のトラブルが発生し引き起こされる場合である。前者は「新規アプリケーション」の搭

載がない端末で，発売タイミングを重視して市場に未完成の段階で投入される場合である。当然，

発売リードタイムは短縮される傾向が強いであろう。後者は「新規アプリケーション」が搭載された端

末を中心に発生すると考えられるが，上述の通り，仕様に関わる要素が大きく，開発資源配分上の

操作化指標には採用すべきではないであろう。本分析では，不

し：0，のダミー変数を採用した（平均 0.02，標準偏差 0.13）。 

さらに，ドコモの販売政策上の必要から，旧型端末を型番変更の上で投入した 211iS は，仕様に

関係なく発売リード

準偏差 0.13）。 

推計結果は，7 独立変数とも予測通りの符号を持ち，①「新規アプリケーション」数は 10％水準，

その他の独立変数は 0.1％水準以上で従属変数との有意な相関が認められた。補正後 R2 は

52.8％であった。各独立変数の係数，および t 値は以下の通りであった。すなわち，①「新規アプリ
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ケーション」数（0.6，1.74），②「体積の増減率」（▲8.4，▲6.18），③「派生商品か否か」（▲3.3，▲

5.43），④「形状変更の有無」（4.3，3.47），⑤「端末メーカーの交渉力」（4.1，5.72），⑥「不具合発

生

は劣っている

（優

を「探索」的端末，「新規アプリケーション」が搭載されない端末を「活用」的端末と定義し

た

に変革・拡張する「新規アプリケー

シ

大きい開発活動であり，漸進的

な

の有無」（▲8.4，▲3.60），⑦「211iS か否か」（9.1，4.16）。 

ついで本重回帰モデルから求められる端末ごとの残差を，端末メーカーごとに，「探索」的端末

と「活用」的端末とに分け，各々の平均値を算出した。本モデルにより抽出される残差，すなわち

「実測値－重回帰モデルによる推計値」は，独立変数①～⑦で捕捉した端末の仕様，および，開

発資源配分上の位置付けでは説明できない各端末メーカーの開発能力の特性を反映していると

考えられるからである。推計値は言わば，端末の仕様等から想定される業界相場である。したがっ

て，残差が負であれば業界相場を上回る，正であれば下回る開発パフォーマンスを反映していると

考えられる。そこで端末メーカーごとに，「探索」的な端末の平均残差，および，「活用」的な端末の

平均残差を算出した11。先行研究が主張するように，「探索」と「活用」との間に二律背反関係が存

在するのであれば，「探索」的な端末の開発パフォーマンスが優れている（劣っている），すなわち

平均残差が短い（長い）端末メーカーは，「活用」的な端末の開発パフォーマンスに

れている），すなわち平均残差は長い（短い），という関係が観察されるであろう。 

平均残差の分類に際しては，下記の 3 点の考慮に基づき，「新規アプリケーション」が搭載され

た端末

。 

第一に先行研究との定義の整合性を重視した。上述のように本稿は，March （1991） が提起し

た命題を発端として考察を進めている。March は多様性の追求や実験等を重視する「探索」と，効

率の向上や標準化，改善・手直し等に力点を置く「活用」との対比を重視した。March の場合は追

求の対象（多様性か効率か）や，それに伴うリスク負担の程度が「探索」度合いの決め手となってい

た。このような判断基準に立つなら，既存の電話の機能を次々

ョン」を搭載した携帯電話端末群は「探索」的と考えられる。 

第二に，「新規アプリケーション」を搭載した端末は不具合の発生頻度が高く，「探索」に特徴的

な高いリスクを伴う開発活動である。2000 年 1 月～2005 年 12 月に発売されたオンラインアップデ

ート機能のないドコモ向け全カラー端末 79 機種のうち，不具合が発生した機種は 14 機種である。

このうち，11 機種が「新規アプリケーション」を搭載した端末であり，「新規アプリケーション」を搭載

しない端末 3 機種を大きく上回る。不具合の発生頻度という観点から見ても，「新規アプリケーショ

ン」を搭載した端末では 30.6％（36 機種中 11 機種），「新規アプリケーション」を搭載しない端末で

は 7.0％（43 機種中 3 機種）と，「新規アプリケーション」を搭載した場合，4 倍程度，不具合の発生

確率が増大する。さらに不具合のインパクトは非常に大きく，例えば，ソニーの SO503i の場合には，

42 万台を回収し，当時の売上高の 36％に相当する 200 億円もの処理費用の負担に追い込まれて

いる。「新規アプリケーション」の搭載は，このように非常にリスクの

機能改善とは明確に区別した考察対象とするのが適当である。 

第三に新しい性能軌道への遷移である。「新規アプリケーション」の追加は多くの場合，単なる音

声通話性能（待受時間，連続通話時間，通話音質等）の向上に限定されない機能の追加，多様化
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である（図表3）。すなわち「新規アプリケーション」の追加によって，単なる音声通話手段としての電

話の概念は継続的に拡張され，再定義されている。したがって，「探索」の最も一般的な目安とされ

る新しい S カーブへの遷移（Dosi，1982；Clark，1985；Foster，1986）が起こっている，といえ，既存

性能向上軌道上の漸進的な改善とは明確に区別する必要がある。 

2. 

捉えている。これら

の

，旧電電ファミリー企

業

アプリケーション」間の（開発上の）相互作用をも同時並行で管理する必

要

増加は，組織内の資源配分において

「探索」リスクを相対的に低減させると考えられるからである。 

3. 

する類似企業 4 社との間で分析結果に関する

討議を実施した。のべ討議回数は 9 回であった。 

IV

の

 

「探索」リスク比較 

第二の分析として，各端末メーカーが負担する「探索」リスクの比較を実施した。具体的には，ド

コモとの取引の専属度，「探索」的端末における「新規アプリケーション」の重複搭載の頻度，およ

び「活用」的端末の製品構成を比較した。本稿では「探索」リスクを，新規アプリケーションを搭載し

た端末の開発に付随する効果の予見性・確実性の低さや，相互作用の多さ，と

3 つの指標は，こうした「探索」リスクの負担量の操作化を狙ったものである。 

ドコモとの取引関係の専属度は各端末メーカーの総売上に占めるドコモの構成比を比較した。

ドコモは単なるシェア首位の通信キャリアというだけではなく，国際的にも携帯電話の機能進歩をリ

ードする企業である。同社が掲げる携帯電話の進歩ビジョンを競合他社に先駆け共有できれば

「探索」リスクは大きく軽減されよう。このため端末メーカーは，NEC，富士通等

を中心にドコモへの専属度を高め密接な取引関係の構築に努めている。 

「新規アプリケーション」の重複搭載の頻度は，「新規アプリケーション」の搭載が多くの端末に分

散しているか，特定の端末に集中しているか，を比較した。「新規アプリケーション」の搭載が特定

の端末に重複する度合いが高い組織は，多数の端末に「新規アプリケーション」を分散して搭載す

る組織に比べて「探索」リスクが高まると考えられる。個々の「新規アプリケーション」の開発リスクだ

けではなく，複数の「新規

が生じるからである。 

また「活用」的端末の製品構成は成熟度の高いシリーズと低いシリーズとの構成比に着目した。

「活用」的端末が成熟度の低いシリーズを中心に投入されている組織では，成熟度の高いシリーズ

に投入している組織よりも高い「活用」リスクを負担しており，結果として「探索」リスクは相対的に軽

減されると考えられるからである。上述のように，「探索」への資源投入を妨げるのは「活用」に対す

る相対的なリスクの高さであった。したがって，「活用」リスクの

 

定性インタビュー 

第三に，上記の各種分析の妥当性を検証するために，分析対象となった端末メーカー3 社，お

よび，携帯エレクトロニクス端末の開発業務に従事

 

. 分析結果 

開発パフォーマンス分析の結果，NEC，富士通，三菱電機，松下では，「探索」的端末と「活用」的
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端末との開発パフォーマンスの二律背反関係は確認されなかった（図表 4）。「探索」的端末群，

「活用」的端末群の平均残差は，各々，NEC（▲1.3，▲1.2），富士通（▲1.4，▲0.4）では両者とも

負，三菱電機（1.4，0.3），松下（2.4，1.4）では両者とも正であった。「活用」的端末の開発パフォー

マンスに優れるNEC，富士通は，「探索」的端末の開発パフォーマンスでも優れている傾向が観察

されたのである。これに対して，ソニー・エリクソン（▲0.8，0.4），シャープ（▲0.1，0.2）では，「探索」

的端末と「活用」的端末の開発パフォーマンスの二律背反関係が観察された。すなわち，「探索」

的端末群では負の，「活用」的端末群では正の平均残差が観察された。 

- 4 -7/9/2007

図表4）開発パフォーマンスの比較

新規アプリケーションのある端末の平均残差（月／端末，ANOVA F 2.10* ）

NEC富士通

シャープ

ソニー・エリクソン

三菱電機

松下

新規アプリケーションの無い端末の平均残差（月／端末，ANOVA F 2.06* ）

注： *p<0.1，**p<0.05，***p<0.01
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▲ 1.5▲ 1.0▲ 0.50.00.51.01.52.0

付き端末や，テレビ電話機能付き端末等，画像・表示系の特性が活かせる端

末が中心であった。 

 
また，「探索」リスク比較の結果，「探索」と「活用」との両立は，「探索」のリスク分散，低減に規定

されている可能性が示された。すなわち「探索」と「活用」との二律背反関係が見られない端末メー

カーではドコモとの取引比率が，ほぼ一貫して，ドコモの市場シェア（約 6 割）を大きく上回る 80％

超で推移していた（図表 5）。これに対し，二律背反が見られたソニー・エリクソン，シャープ

では，ドコモとの取引比率は低く，納品端末も自社の特異性が活かせる開発機種に絞り込む

傾向が見られた。すなわち，ソニー・エリクソンでは音楽再生や小型化への注力が見られた。また，

シャープでは，カメラ

- 5 -7/9/2007

図表5）　二律背反が見られない端末メーカーでは，ドコモ専属度が高い
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富士通

NEC

三菱電機

松下

0

20
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80

100

2001 2002 2003 2004

ソニー・エリクソン

シャープ

二律背反が見られない端末メーカー 二律背反が見られる端末メーカー

ドコモ向け売上高／全売上高（％） ドコモ向け売上高／全売上高（％）

FY FY

出所： 賀川勝 [2004，2005] 『国内移動体通信市場動向調査』矢野経済研究所.  
さらに，「探索」と「活用」とが高い水準で両立されている NEC，富士通では，新規アプリケーショ

ンの分散搭載と，成熟度の低いシリーズへの「活用」的端末の集中投入が観察された。すなわち

NEC，富士通では，新機能の搭載を分散させて個々の端末での「探索」リスクを分散する傾向
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が見られた（図表 6）。これに対して，松下，三菱電機では，特定の端末に「新規アプリケーション」

を集中する傾向が強かった。 

- 6 -7/9/2007

図表6）　富士通は新規アプリケーションの重複搭載が少ない

新規アプリケーション数　（A）
重複搭載数　（B）

（B）／（A）

赤外線通信 2000/01
Java 2001/01
カメラ 2001/10
TV電話 2001/10
動画配信 2001/10
SIMカード 2001/10
フォーカス 2002/11
遠隔ロック 2002/11
GPSマンナビ 2003/04

Flash対応 2003/05
二次元コード 2003/05
指紋認証 2003/07
オンライン・アップデート 2003/09
着うた対応 2004/02

TV出力 2004/06

非接触IC 2004/07

国際ローミング 2004/12
ラジオ受信 2004/12

4社中，最先行メーカーの
発売時期

Bluetooth機能 2004/06

動画再生 2004/02

音楽再生 2004/12

フルブラウザ 2005/06

NEC 富士通

注： 下線付きの端末は，NTTドコモ向けで最も早く発売された端末。
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901iS
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また，「活用」的端末は，NEC では 2000 系，富士通では 600/800 系といった成熟度の低いシリ

ーズを中心に投入されていた（図表 7）。2000 系は後の FOMA につながる高帯域伝送を活かし，

テレビ電話や動画配信等の様々な「新規アプリケーション」が開拓されたシリーズである。600/800

系では高齢者や身体障害者を想定顧客に据えたユニバーサルデザインの端末設計が追求された

（入江・松永・永野，2005）。ユニバーサルデザインの端末設計は，技術開発はもちろん，顧客ニー

ズとの外的統合（Clark and Fujimoto，1991）の面でも幾多の試行錯誤が重ねられた。技術課題は，

「音声読み上げ」機能（F671i），音声認識（F671iS），光ナビゲーション（F880iES），「ゆっくりボイス」

と「はっきりボイス」（F881iES）等を駆使した，通常の端末とは異なるユーザー・インターフェース開

発が中心であった。外的統合面でも，押した数字キーを音声で伝える，作成したメールを読み上げ

る，音声の速度を調整する等，実際のユーザーの声を反映しながら，搭載機能が取捨選択されて

いった。ダイヤル式の音量調整が，視覚に障害を持つユーザーには使い難い，との理由から，何

回押したかが明確に分かるシーソー型に改められる（F880iES）といった微妙な調整も実施された。

結果として実現される簡素さ，使い易さの背後には，極めて試行錯誤に富む過程が存在した。

NEC，富士通は，これらの成熟度が低い製品シリーズで，「新規アプリケーション」の搭載を伴わな

い「活用」的端末を頻繁に開発し，製品の完成度を高めた。これに対して，松下，三菱電機では，

基幹シリーズである 500 系端末の機能を簡素化して，普及価格帯に照準を合わせた低価格端末

である 200 系での投入が中心だった。 
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- 7 -7/9/2007

図表7） NEC，富士通では，成熟度の低い端末シリーズへの投入数が多い

「活用」的端末の製品構成
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V. 考察とインプリケーション 

本考察の結果，先行研究が提起する「探索」と「活用」との二律背反関係を再考し，両者の相補関

係，すなわち「探索」リスクの分散，低減による両者の両立可能性を考察する余地が示された。「探

索」的端末と「活用」的端末の開発パフォーマンスは，ソニー・エリクソンやシャープのように，先行

研究の指摘に沿った二律背反を呈する場合もあれば，NEC，富士通，三菱電機，松下のように両

立されている場合もあった。また，二律背反にはない場合でも，高い水準で両立しているNEC，富

士通のような場合もあれば，三菱電機，松下のように低い水準で両立している場合もあった。両者

が高い水準で両立されている端末メーカーでは，「探索」リスクの分散，低減が実現されていた。す

なわち，ドコモとの取引専属度を高めれば，携帯電話の進歩を先導するドコモとの間で携帯電話

の

活用」リスクの増大，逆に言えば，「探索」リスク

を

進化ビジョンの共有を促進し，結果として「探索」リスクが低減できるからである。同時に，端末開

発に付随する相互作用の低減効果も考えられる。複数の通信キャリアとの間に全方位的な取引関

係を維持している場合，異なる通信方式の技術蓄積間での資源配分の調整や開発チーム間のフ

ァイアー・ウォール管理等の重要性が増すからである。さらに「探索」的端末への「新規アプリケー

ション」の搭載では，重複搭載の回避により，端末間での開発負荷の分散と，個々の「新規アプリケ

ーション」間の相互作用の低減とが実現され，各端末の開発に伴う「探索」リスクの分散，低減が図

られていた。また「活用」的端末では，より成熟度の低い，すなわち開発成果の予見性，確実性が

低い端末シリーズを中心とした製品投入が図られ，「

相対的に低減する施策が実現されていた。 

本稿の考察は，March （1991） が示唆していた「探索」リスクの分散，低減による，「探索」と「活

用」との両立を実証的に検証したものである。携帯電話端末の開発を題材に，組織が「探索」に付

随するリスクの負担を厭う本来的な特性を克服するには，「探索」リスク自体の分散，低減が効果的

である可能性を示した。逆説的ではあるが，「探索」を，より「探索」的でなくすることが，「探索」促進

の鍵を握る。その意味では，March （1991） が提示した「探索」と「活用」との二律背反関係の基盤

となる論理を再確認し，その論理的帰結を追求した議論である。さらに，組織の長期的な適応の担

保が「探索」と「活用」との適確な両立に依拠することを考えると，「探索」リスクの管理が持つ意義は

実務的にも大きな重要性を持つものと考えられる。 

11 



同時に本分析には，下記のようないくつかの限界も存在する。 

が有用である。本稿では，要素技術の開発や，端末への実装等の端末開

発 上で「探索」リスクを

操

能性である。こうした可能性

は

合する意義を持つ。さらに実

務

漸進的な蓄積の重要性を反映している。

ま

第一に本分析における「探索」の定義は，いわゆる能力破壊型（competence destroying）イノベ

ーション（Tushman and Anderson，1986）の定義とは異なる。March の定義との整合性を重視したた

めだが，一方で多くの「探索」が能力破壊型イノベーションの性質を持っていることは否定できず，

本稿の考察が能力破壊型の「探索」にも適用できるか否かは別途，検証が必要な課題である。さら

に，March の定義にしたがう場合でも，「探索」リスクの低減，分散に関する考察を深める際には，よ

り詳細な「探索」の定義

に関わる諸活動を包括して端末開発と捉えた。これらを，より詳細に区分した

作化することで，より実務的な示唆に富む「探索」リスクの低減，分散施策を考察できると考えら

れるからである。 

第二に，本稿では「探索」と「活用」との両立が，どのように各端末メーカーの経済成果に結実す

るのか，に関しては考察できていない。本稿の関心事項を開発効率の評価に絞り込んだためであ

るが，企業の経済成果が優れた開発効率のみで規定されるわけではないことは言うまでもない。

「探索」と「活用」の両立と，企業の経済成果との関係の考察は，製造や販売といった製品開発以

外の企業活動をも視野に入れた分析設計に基づき考察すべき，より大きな論点であり，今後の研

究課題の一つである。 

一方で，本稿の考察は下記のような意義深い示唆を持つものと考えられる。 

第一に，必ずしも構造的分離に拠らずとも，「探索」の促進を考察する余地がある。組織構造上

の措置ではなく，「探索」リスクのマネジメントにより「探索」を促進する可

先行研究でも既に触れられている。一例は，技術面では「探索」的でも顧客ニーズの不確実性

が低い持続的イノベーション（Christensen，1997）である。さらに，脱成熟をもたらす同質的競争（新

宅，1994）も好例である。横一線の競争構造は，その激しさが参画企業に「探索」リスクの負担を強

いる側面だけではなく，自社だけが失敗する可能性を限定し脱成熟に伴う「探索」リスクを軽減する

側面をも持ち合わせると考えられるからである。こうした考察は，March （1991） が提起した「探索」

の抑制過程への理解を深め，異なる文脈を前提とした諸先行研究で個別的に取り扱われてきた

「探索」と「活用」との両立事象を統一的な枠組みに基づいて整理，統

面でも，「探索」促進の新たな選択肢は，専門経営者層の未成熟や，従業員の大企業志向等，

構造的分離の制約が大きい文脈で重要な意義を持つと考えられる。 

第二に，本稿の議論を，急進的イノベーションと漸進的イノベーションとの関係に適用する可能

性が考えられる。すなわち，急進的イノベーションと漸進的イノベーションとの間にも相補関係が成

立する可能性を考察する余地がある。「探索」，「活用」は，各々，急進的イノベーション，漸進的イ

ノベーションの根底に存在する学習類型だからである。「探索」的端末の開発パフォーマンスに優

れる企業の特徴であった「探索」度の分散は，開発経験の

た，「活用」のリスク向上が「探索」の相対的なリスクを低減する過程からは，「活用」のマネジメント

次第で「探索」の達成度は異なる，という興味深い示唆が導かれる。 

従来，急進的イノベーションと漸進的イノベーションとでは担い手となる組織の属性が大きく異な
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とも主張されてき

た

ノベーションが提示した技

術課題の細分化と精緻化として説明できる。その反面，急進的イノベーションが，どのように生み出

，という肝心な問いを説明できないのである。 

本稿の考察は，徹底した漸進的イノベーションの蓄積とリスク向上とが，急進的イノベーションの

する可能性を考察する余地を拓き，急進的イノベーションの源泉に関する理解を深め

る 唆を提示している。二律背反を重視する先行研究の知見を土台にしながらも，漸

イ

る具体的過程の記述，解明と合わせ，今後の研究課題としたい。 

 

り，両者は同一の組織からは生まれない，とされてきた（Tushman and Anderson，1986）。また，漸進

的イノベーションの追求は，組織が急進的イノベーションを生み出す能力を蝕む，

（Abernathy，1978）。しかし，これらの議論には，急進的イノベーションの本質的な理解を阻む課

題が存在する。すなわち，漸進的イノベーションの生成過程は急進的イ

されるのか

実現を促進

第一歩となる示

進的イノベーションのリスク選好的な蓄積を境界条件に位置付け，急進的イノベーションと漸進的

ノベーションとの相補関係を止揚的に考察する可能性が考えられるのである。 

これらの示唆の追求は，「探索」リスクの分散，低減が「探索」，「活用」の両立を促進す

 
以上。  
 
                                                 

1 筆者による携帯電話端末メーカーの組み込みソフトウェア開発担当者へのインタビューより（2006 年 10 月 5 日，

8:30～10:15）。 
2 2006 年 2 月，富士通，三菱電機，シャープ，ドコモ，ルネサステクノロジは，W-CDMA 端末のプラットフォーム（ベ

ースバンド LSI とアプリケーション・プロセッサのワンチップ LSI，および OS 等の基本ソフトウェア群）の共同開発

と松下電器産業

との間で携帯電話端末の開発子会社の設立方針が発表されている（日本経済新聞，2006 年 5 月 30 日，11 面）。 
3 筆者による携帯電話端末メーカーの組み込みソフトウェア開発担当者へのインタビューより（2006 年 1 月 25 日，

15:00~17:00）。 
4 機種番号に基づく系統図の妥当性は筆者による携帯電話端末メーカーの組み込みソフトウェア開発担当者への

インタビューで確認した（上記に加え，2006 年 9 月 19 日，10:00～11:30）。 
5 したがって，OS の変更等は含まない。 
6 したがって，同じアプリケーションでも，2 機種目以降の搭載は「新規アプリケーション」とは呼ばない。 
7 端末の軽量化は，端末重量の増減率による操作化も可能だが，この場合，端末全体の小型化よりも，一部材であ

る充電池の性能向上がより大きく影響すると考えられるため，本分析では採用しなかった。 
8 端末メーカーとドコモとの交渉力バランスの機微の捉え方については，筆者による携帯電話端末メーカーの組み

込みソフトウェア開発担当者へのインタビューで確認した（同上）。 
9 具体的には「新規アプリケーション」を搭載しているにも拘らず，発売リードタイムが 4 ヶ月以下の端末と定義した。 
10 オンラインアップデート機能が搭載されている端末は除外した。 
11 さらに，平均残差ではなく，各々，中央値による比較も実施したが結果に大きな差はなかった。 

合意を発表している（三菱電機プレスリリース，2006 年 2 月 13 日）。また 2006 年 5 月には NEC
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